
分科会での協議及び報告事項について 

１ 第 1 回地域包括支援センター及び地域密着型サービス等運営分科会 

⑴ 開催日 令和８年８月１９日（水） 

⑵ 報告事項 

ア 地域密着型サービス事業所等に対する指導等について 

イ 令和７年度地域包括支援センター決算について 

ウ 令和７年度地域包括支援センター事業実績について 

⑶ 協議事項 

令和７年度地域包括支援センター事業評価について 

 

２ 第１回医療・介護・福祉ネットワーク運営分科会 

⑴ 開催日 令和８年９月８日（火） 

⑵  報告事項 

ア 長久手市在宅医療・介護連携支援センター2026 年度の実施計画および 

進捗状況について 

イ 電子＠連絡帳の実績報告について 

ウ 電子＠連絡帳災害オプション機能試行について 

エ 介護情報基盤について
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令和７年度 介護保険サービスにおける計画値と実績値の比較

３．　要介護認定者数の内訳（令和7年度）

４．　認定率（令和7年度）

10,549
10,731

10,958

10,452
10,655

10,855

9000人

9500人

10000人

10500人

11000人

R5 R6 R7

１．　第1号被保険者数

計画値 実績値

1,632

1,779
1,844

1,695
1,766

1,849

1000人

1200人

1400人

1600人

1800人

2000人

R5 R6 R7

２．　要介護認定者数

計画値 実績値

計画比

９９.１％

計画比

９９.３％

計画比

９９.１％

計画比

１０３.９％

計画比

９９.３％

計画比

１００.３％

※認定率＝認定者数／被保険者

（単位：人）
計画値 実績値 差

要支援１ 304 301 -3

要支援２ 259 253 -6

要介護１ 395 435 +40

要介護２ 283 280 -3

要介護３ 212 193 -19

要介護４ 236 237 +1

要介護５ 155 150 -5

合計 1,844 1,849 5

計画値 実績値 対計画比

16.8% 17.0% 101%

（単位：千円）

計画値 実績値 対計画比

施設サービス 小計 649,225 727,111 112.0%

介護老人福祉施設 223,913 233,569 104.3%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 214,100 217,228 101.5%

介護老人保健施設 168,166 205,526 122.2%

介護医療院 43,046 70,789 164.4%

居住系サービス 小計 341,807 304,760 89.2%

特定施設入居者生活介護 196,529 163,293 83.1%

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 -

認知症対応型共同生活介護 145,278 141,467 97.4%

在宅サービス 小計 1,886,509 1,840,065 97.5%

訪問介護 520,105 524,492 100.8%

訪問入浴介護 19,110 16,720 87.5%

訪問看護 175,269 176,647 100.8%

訪問リハビリテーション 24,857 21,466 86.4%

居宅療養管理指導 58,607 76,857 131.1%

通所介護 372,357 344,312 92.5%

地域密着型通所介護 1,695 51 3.0%

通所リハビリテーション 86,153 89,286 103.6%

短期入所生活介護 127,116 110,833 87.2%

短期入所療養介護（老健） 13,536 8,305 61.4%

短期入所療養介護（病院等） 0 0 -

短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 -

福祉用具貸与 125,128 128,240 102.5%

特定福祉用具販売 6,301 4,809 76.3%

住宅改修 14,855 14,257 96.0%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 4,852 15,466 318.8%

夜間対応型訪問介護 0 0 -

認知症対応型通所介護 0 0 -

小規模多機能型居宅介護 73,429 73,408 100.0%

看護小規模多機能型居宅介護 76,046 51,492 67.7%

介護予防支援・居宅介護支援 187,093 183,425 98.0%

　　６．　総給付費の内訳

2,587

2,746

2,878

2,534

2,724

2,872

2000百万円

2200百万円

2400百万円

2600百万円

2800百万円

3000百万円

R5 R6 R7

５．　総給付費

計画値 実績値

計画比

９８.０％

計画比

９９.２％

計画比

９９.８％
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第９期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート（令和７年度分）

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成30年7月30日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

◎…達成できた(80％以上)、〇…概ね達成できた(60～79％)、△…達成はやや不十分(30～59％)、✕…全く達成できなかった(29％以下)

区分 現状と課題 第9期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
年度 実施内容

自己評
価

課題と対応策（抜粋）

第9期介護保険事業計画に記載の内容 年度末実績

①自立支
援・介護予
防・重度化

防止

Ｒ７ ○

 【課題（基本目標）１】

いくつになっても元気でいきいきと輝

ける健康のまちづくり

元気で活力ある高齢期を送るために、

市民の生涯を通じた心身の健康づく

りや生活習慣病予防、フレイル予防

に向けた支援が必要。

全ての団塊世代が介護リスクの高い

７５歳以上となる２０２５（令和

７）年を迎える第９期計画期間にお

いても、引き続き、高齢者の健康づ

くり、高齢者の主体的な社会参加を

支援する。

民間企業、大学等の協力も得ながら、

健康無関心層や虚弱者であっても参

加できる健康づくりや支え合い活動

の創出を図る。

１　介護予防・日常生活支援総合

　　事業  の充実

　⑴　介護予防ケアマネジメント

 　⑵　介護予防・生活支援サービス

 　　① 短期集中型サービス

 　⑶　一般介護予防事業

　　① 地域いきいきライフ推進

 　　　 事業

 　　② ワンコインサービス事業

　⑷　生涯にわたる健康・生きがい

 　　　づくりの支援

　　① あったかぁど(R8.3廃止)

 　　② 予防接種事業

　　③ 長久手市高齢者生きがい

　　　 セン  ターの利用促進

　⑸　生活支援コーディネーター

　　　を中心としたネットワーク

 　　　の強化

　⑹　高齢者の保健事業と介護予

　　　防の  一体的実施

　　① ポピュレーションアプロ

 　　　 ーチ

 　　② ハイリスクアプローチ

２　リハビリテーションの適切な

　　提供  と推進

　　療法士等同行訪問モデル事業

 ａ　週に５回以上外出する人の割合

 　 　令和４年度実績　３３．９％

 　 　令和７年度目標　４８．７％

 ｂ　運動機能の低下者の割合

 　 　令和４年度実績　２１．２％

 　 　令和７年度目標　７．９％

 ｃ　幸福度の平均点数

 　　 令和４年度実績　７．１点

 　　 令和７年度目標　７．７点

 ｄ　短期集中型通所サービス

 　 　令和４年度実績　　－

 　 　令和７年度目標　増加

 ※評価の方法

日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護

実態調査及び長寿課による集計を利

用。

「フレイル状態になっても出来なくなったこと

を取り戻し、元の生活を送れるようになる」を

介護予防の方針とし、高齢者の状態像に合わせ、

 以下の取組を重点的に実施した。

 １－⑵－①　短期集中予防サービス

　事業対象者、要支援１・２の方を対象に、理

学療法士等の専門職が伴走し、本人が望むくら

しの実現に向けて３ヶ月（週１回×１２回）取

り組む過程でセルフマネジメント力を身につけ

る「短期集中予防サービス」を、年間通して２

事業所で実施した。よりよい内容とするため、

各事業所や包括職員と定期的に意見交換し、制

 度をブラッシュアップした。

 １－⑶　一般介護予防事業

　７５歳以上の介護認定を受けていない方を対

象に、「介護予防実態把握調査」として基本

チェックリストを送付し、自身の身体や心の状

 態を知ってもらう機会とした。

また、いきいきライフ推進事業として、高齢者

等の集まりに理学療法士を派遣したり、地域で

介護予防を普及するリーダー養成等を実施し、

身近な地域で介護予防に取り組める環境づくり

 を行った。

 （新規）まちのおでかけ応援活動事業

　比較的元気な高齢者を対象に、高齢者の外出

促進策として、民間の事業者や店舗の協力の下、

高齢者の外出時の「わくわく」「あんしん」を

実現する「まちのおでかけ応援活動事業」を立

 ち上げた。

※「１－⑷－①あったかぁど事業」は、「まち

のおでかけ応援活動事業」に移行し、令和８年

 ３月末で廃止した。

 ａ　週に５回以上外出する人の割合

 　 　　令和７年度実績　３５．６％

 ｂ　運動機能の低下者の割合

 　 　　令和７年度実績　１１．２％

 ｃ　幸福度の平均点数

 　　 　令和７年度実績　６．９点

 ｄ　短期集中型通所サービス

 　 　　令和７年度実績　３２人

　　　 ※３月までに卒業した人の人数

【自己評価の要因】

• 市の方針を実現するための中心的な取組であ

る「短期集中予防サービス」を一年通じて実

施することができた。

• 介護予防実態把握調査を実施し、市内の高齢

者の状態増を把握するとともに、ハイリスク

アプローチにつなげる対象者を抽出すること

ができた。

• いきいきライフ推進事業において、高齢者の

状態増に合わせた多様なメニューを用意する

 ことができ、選択肢が増えた。

• 事業総点検により廃止となった「あったかぁ

ど事業」の代替となる外出促進策を、他部署

の事業との相乗効果を発揮しながら、民間企

業の協力の下創出できた。

【課題と対応策】

•  １－⑵－①　短期集中予防サービス

　参加者を包括職員が選出した人のみとして

いたこともあり、参加者がなかなか集まらず、

定員を割ることが多かった。この状況を打開

するため、令和８年度は、要支援１、２、事

業対象者（進行性疾患の者を除く）は、理学

療法士によるアセスメントを必須とし、必要

と認められる方は短期集中予防サービスを利

用するという制度設計に変更する。

•  １－⑶　一般介護予防事業

　「介護予防実態把握調査」において、ハイ

リスクと判定された方について、早期に適切

なサービスにつなげるようアウトリーチを実

施する。

- 1 -
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◎…達成できた(80％以上)、〇…概ね達成できた(60～79％)、△…達成はやや不十分(30～59％)、✕…全く達成できなかった(29％以下)

区分 現状と課題 第9期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
年度 実施内容

自己評
価

課題と対応策（抜粋）

第9期介護保険事業計画に記載の内容 年度末実績

①自立支
援・介護予
防・重度化

防止

Ｒ７ ○

 【課題（基本目標）２】

高齢者に役割と居場所があるまちづく

 り

高齢者がいつまでも心身ともに元気

でいきいきと生活するために、一人

ひとりが地域で生きがいや役割を持

ち、活躍できる社会参加の場を整え

ることが重要。

高齢者が地域で役割をもって活躍で

きるよう、有償ボランティア制度や

シルバー人材センター等、地域で支

えあう仕組みづくりを行う。

 １　高齢者が活躍できる地域づくり

　① シルバー人材センターへ

 　　 の支援

 　② シニアクラブの活動支援

　③ 高齢者による見守りボラン

 　　 ティア

　④ ながくて地域スマイルポイ

 　　 ント事業

　⑤ ワンコインサービス事業

 　　（再掲）

 ２　高齢者の居場所づくり

 　① 居場所支援事業

 　② 地域資源の見える化事業

　③ みんコラ～みんなでコラ

　　 ボレーション～

a. ボランティアのグループに参加

 している人の割合

  令和４年度実績　１９．１％

  令和７年度目標　２１．５％

　

b.  社会的役割の低下者の割合

 令和４年度実績　７０．６％

 令和７年度目標　５７．２％

c. ワンコインサービス事業の支援

 者数

  令和４年度実績　１３４人

  令和７年度目標　１４０人

 ※評価の方法

日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護

実態調査及び長寿課による集計を利

用。

高齢者が地域で役割を持って活躍でき、また、

地域で支え合う仕組みをつくるため、以下の取

 組を重点的に実施した。

 １－①　シルバー人材センターへの支援

　自分の知識や経験を活かし、地域社会を支え

る担い手としてのやりがいや会員同士の交流な

どの他、就労による社会参加等が介護予防にな

るなど、シルバー人材センターで活動すること

によるメリットについて情報発信するなど、会

 員の加入促進策を実施した。

 １－⑤　ワンコインサービス事業

 　令和７年度実績件数１，８０１件

　事業についてより多くの市民に知ってもらう

ため、チラシを冊子にし、共生ステーション等

に配架した。また、令和７年１１月にシンポジ

ウムを開催し、地域の支え合い等について情報

 発信を行った。

ａ　ボランティアのグループに参加している人

 　　の割合

 　 　　令和７年度実績　１４．６％

 ｂ　社会的役割の低下者の割合

 　 　　令和７年度実績　６７．６％

 ｃ　ワンコインサービス事業の支援者数

　 　　令和７年度実績　１５６人

【自己評価の要因】

• ワンコインサービス事業において、支援者・

利用者登録数は増加している。

• シルバー人材センターの加入者が、女性会員

 を中心に増加している。

【課題と対応策】

•  １－①　シルバー人材センターへの支援

　増加している女性会員の加入をさらに促進

するため、社会的にニーズがある同世代を支

える「高齢者世帯の生活支援の担い手」や、

次世代を支える「子育て世帯への支援や子ど

もの見守り」の担い手としての活躍の場が増

えるよう事務局と協議していく。

•  １－⑤　ワンコインサービス事業

　支援者や利用者数は増加しているものの、

実施件数は減少気味であることから、利用に

繋がるような周知や、ちょっとした困りごと

の支援内容についての周知等、より身近で行

 う必要性がある。

今後、共生ステーションにおける地域の高齢

者の困りごとについての相談の場や、短期集

中予防サービスの利用者の活躍の場にもつな

がるよう、短期集中予防サービスの場での周

知等を行う。

- 2 -
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◎…達成できた(80％以上)、〇…概ね達成できた(60～79％)、△…達成はやや不十分(30～59％)、✕…全く達成できなかった(29％以下)

区分 現状と課題 第9期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
年度 実施内容

自己評
価

課題と対応策（抜粋）

第9期介護保険事業計画に記載の内容 年度末実績

①自立支
援・介護予
防・重度化

防止

Ｒ７ ○

 【課題（基本目標）３】

多様な人がつながり、支えあうまちづ

 くり

高齢化の進展に伴い、医療や介護

ニーズの多様化や８０５０問題、ヤ

ングケアラー、ダブルケアをはじめ

とする複雑化・複合化した問題が生

じており、関係機関との協働が必要

不可欠。

本市では、医療・介護の面では、電

子＠連絡帳システム「愛・ながくて

夢ネット」を活用した多職種の連携

を進めてきた。

地域の多様な支援を包括的に提供す

る「地域包括ケアシステム」のさら

なる充実、地域共生社会の実現を目

指す。

１　地域包括ケアシステムの

 　　深化・推進

 　① 地域ケア会議の開催

　② 自立支援型ケアマネジメント

 　　 支援

２　重層的支援体制整備事業の

 　　推進

 ３　多職種による連携

　① 地域ケア会議の開催  （再掲）

　② 愛・ながくて夢ネットの

 　　 利用促進

　③ 自立支援型ケアマネジメ

 　　 ント支援（再掲）

　④ 在宅医療・介護連携支援

a. 介護に関する相談を「地域包括

 支援センター」にする人の割合

 令和４年度実績　１９．０％

 令和７年度目標　２１．０％

b. 「愛・ながくて夢ネット」の登

 録事業所数

 令和４年度実績　１８８事業所

 令和７年度目標　２００事業所

 ※評価の方法

日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護

実態調査及び長寿課による集計を利

用。

多様な人がつながり、支え合うまちづくりに向

 け、以下の取組を重点的に実施した。

 １－①　地域ケア会議の開催

　介護予防事業全体の見直しに伴い、地域ケア

会議についても自立支援型地域ケア会議を開催

し、短期集中予防サービスのモデル事業利用者

を事例として扱い、「あるある事例」から市全

体の課題を検討したり、参加者同士が自立支援

 の考え方を学び合う場として開催した。

 ３－②　愛・ながくて夢ネットの利用促進

　電子＠連絡帳システム「愛・ながくて夢ネッ

ト」について、操作方法や活用事例を紹介する

 等の研修会を開催。多職種の連携を進めた。

 ａ　介護に関する相談を「地域包括支援セン

 　　ター」にする人の割合

 　 　　令和７年度実績　２０．２％

 ｂ　「愛・ながくて夢ネット」の登録事業所数

　　 　令和７年度実績　２２６事業所

【自己評価の要因】

• 自立支援型の地域ケア会議を毎月開催し、

　２４件の事例を検討した。

• 本人の自立を支える社会資源やアイデアを多

職種で話し合うことで、本市の社会資源を再

認識したり、地域課題につながるようなキー

ワードを抽出できた。

• 「愛・ながくて夢ネット」の登録事業所につ

いて、新規で１５機関を追加することができ

 た。

【課題と対応策】

•  １－①　地域ケア会議の開催

　事例を短期集中予防サービスの人に絞った

ことにより、重症化予防ではなく、自立支援

の考え方を多職種で一緒に考えることができ

た。会議の参加者について、包括職員が３分

の１以上を占めることや固定化等の課題があ

るため、短期集中予防サービスに携わってい

るＰＴ、ＯＴ等を中心に、今後参加者の幅を

 広げていきたい。

•  ３　他職種による連携

　医療・介護連携について「愛・ながくて夢

ネット」の活用が短期集中予防サービスの提

供事業所にも広まった。引き続き、より多く

の多職種が活用できるよう継続して研修会等

を実施していく。
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区分 現状と課題 第9期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
年度 実施内容

自己評
価

課題と対応策（抜粋）

第9期介護保険事業計画に記載の内容 年度末実績

①自立支
援・介護予
防・重度化

防止

Ｒ７ ○

 【課題（基本目標）４】

住み慣れた場所で安心して暮らすこと

 ができるまちづくり

要介護状態になっても、自宅で暮ら

し続けたいというニーズがあること

から、多様な主体による連携体制の

構築と支援の充実により、日常生活

を支える生活基盤の充実を図る。

災害や感染症に備えた自助・互助・

共助の取組を推進し、高齢者が地域

において自立した生活を送れるよう、

生活支援を進める。

高齢化の進展に伴い、認知症の人も

増加することが見込まれることから、

認知症になっても安心して自分らし

く暮らせるまちづくりを進めるため

に、認知症施策を推進、認知症の人

を支える体制づくりを行う。

 １　住みやすい環境整備

　　高齢者外出促進事業(R8.3廃止)

 ２　安心、安全の確保

　① 避難行動要支援者支援事業

 　　（みまもり台帳）

 　② 福祉避難所の整備

　③ 民間木造住宅耐震シェルター

 　　 整備費補助制度

 　④ 家具転倒防止事業

　⑤ 自転車乗車用ヘルメット着用促

 　　 進事業費補助事業

　⑥ 特殊詐欺対策電話機等購入費補

 　　 助事業

　⑦ 長久手市地域見守り安心ほっと

 　　 ライン

 　⑧ 緊急通報システム事業

 　⑨ 高齢者配食サービス事業

 ３　認知症施策の推進

 　① 認知症地域支援推進員の充実

　② 認知症に関する正しい知識の

 　　 普及

 　③ 本人発信支援の充実

 　④ 認知症サポーターの養成

　⑤ 認知症カフェ（オレンジクーテ

 　　 カフェ）の開催

　⑥ 認知症初期集中支援チームの充

 　　 実

　⑦ 若年性認知症の人に対する支援

　　 の  充実

　⑧ 認知症家族交流会「あかつきの

 　　 会」の開催

　⑨ 行方不明高齢者保護ネットワー

 　　 ク事業

　⑩ 認知症高齢者等個人賠償責任保

 　　 険事業

 　⑪ 認知症高齢者等家族支援事業

 　⑫ 成年後見制度の利用促進

 　⑬ 日常生活自立支援事業

　⑭ 「認知症にやさしいお店」の

 　　 推進

 ４　在宅介護を支える仕組みの充実

 　① 紙おむつ助成事業

 　② 訪問理美容サービス事業

５　介護を担う人材の確保・育成と

 　　介護現場における生産性の向上

 　① 介護・福祉の仕事の魅力のＰＲ

 　② 事業者との連携強化

　③ 研修等の充実

a. 認知症に関する相談窓口

 　の認知度

 　　令和４年度実績　３０．６％

 　　令和７年度目標　３５．０％

b. 仕事と介護の両立が〈困難〉

 　な人の割合

 　　令和４年度実績　２０．０％

 　　令和７年度目標　１８．０％

c. 「認知症にやさしいお店」

 　の増加

 　　令和４年度実績　２１店舗

 　　令和７年度目標　２５店舗

 ※評価の方法

日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護

実態調査及び長寿課による集計を利

用。

 主に以下の取組を重点的に実施した。

３　認知症施策の推進

• 認知症についての正しい知識を普及するため、

④認知症サポーター養成講座の内容について

「当事者本人の視点」を大切にした内容に見

直しを行った。

• 情報の発信先について、福祉事業所や施設に

限らず、銀行など民間企業へも対象を拡充し、

⑭認知症にやさしいお店について新たに10店

舗登録ができた。

• 「新しい認知症観」の普及のため、令和４年

以前に受講いただいた店舗に対し再度受講依

頼を行ったが、再度研修の受講が難しい店舗

もあった。

• 認知症ご本人の声を大切に施策を検討するた

 め、「本人の声シート」の収集を始めた。

５　介護を担う人材の確保

• 市主催の「介護に関する入門的研修」につい

て、実施形態を見直し、各科目の講師を市内

事業所から募り実施した。研修全課程修了者

数は、申込者２０人中１３人。

• 介護支援専門員の安定的な配置を支援するた

め「長久手市介護支援専門員等研修受講料補

助金」を新設した。

• 「介護職員初任者研修等受講料助成金」につ

いて、より現場の実状に即した内容となるよ

う、個人の対象要件を、研修受講中に市内事

業所に就職した場合も可とする内容に改正し

た。

• 市主催の「口腔ケア講習会」について、実施

形式を見直し、市内全事業所を対象とした集

団講習会と、希望事業所への個別訪問指導の

 ２段階形式にて実施した。

※「１　高齢者外出促進事業」は、「まちの

おでかけ応援活動事業」に移行し、令和８年

 ３月末で廃止した。

 ａ　認知症に関する相談窓口の認知度

 　　 　令和７年度実績　１７．５％

 ｂ　仕事と介護の両立が〈困難〉な人の割合

 　 　　令和７年度実績　１７．２％

 ｃ　「認知症にやさしいお店」の増加

 　　 　令和７年度実績　２９店舗

【自己評価の要因】

• 「認知症にやさしいお店」を新規で１０店舗

登録できた。

• 「介護に関する入門的研修」について、介護

人材確保を地域で取り組むべき課題として、

市内の事業所と協力連携し実施できた。

【課題と対応策】

•  ３　認知症施策の推進について

　認知症になっても安心して暮らせるまちづ

くりのため、引き続き「正しい知識」を広く

普及していく必要がある。今後、情報発信先

を更に公共交通機関などにも広げ普及啓発を

 行っていく。

•  ５　介護を担う人材の確保

　入門的研修、潜在的有資格者等実技研修及

び初任者研修受講料等助成金など、多角的に

事業を実施しているものの、研修受講者が、

実技研修や就職等に繋がらないことが課題で

ある。研修の参加者募集チラシの内容を見直

す等、修了後をよりイメージした上で受講し

ていただくことにより、全課程修了者数や、

職員確保人数の増加に繋げたい。
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区分 現状と課題 第9期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
年度 実施内容

自己評
価

課題と対応策（抜粋）

第9期介護保険事業計画に記載の内容 年度末実績

②給付適正
化

Ｒ７ ○

 【課題】

サービスの質の向上と介護給付適正

化の推進

本市は、２０２０（令和２）年か

ら２０４０（令和２２）年にかけ

て、６５歳以上人口は約１．６倍、

７５歳以上人口は約１．７倍にな

ることが見込まれており、介護

サービスの利用ニーズの急増は避

けられない。

介護保険制度を持続可能なものと

し、質の高いサービスを利用者に

提供するため、サービスの向上を

図る取組及び介護給付適正化の取

組を推進する。

①  事業所の指導・監督

②  介護相談員の派遣

③  要介護認定等の適正化

④  ケアプラン点検等

⑤ 縦覧点検

⑥ 医療情報との突合

① 事業所の指導・監督件数

　 令和６年度目標　４件

　 令和７年度目標　５件

　 令和８年度目標　７件

② 介護相談員派遣件数

　 令和６年度目標　２０件

　 令和７年度目標　２４件

　 令和８年度目標　２４件

③ 認定点検率　１００％

全国テスト受講率　１００％

④ ケアプラン点検等

　ａ.ケアプラン点検

　　・１人ケアマネの事業所

　　　　目標　１００％

　　 ・特定事業所加算未算定、

　　　 特定事業所集中減算、

　　　 限度額一定割合超の事業所

　　　令和６年度目標　３３．３％

　　　令和７年度目標　６６．７％

　　　令和８年度目標　１００％

　　・認定調査状況不一致、訪問

　　　介護一定割合超ケアプラン

　　　　目標　毎年度実施

　ｂ.住宅改修・福祉用具購入

   建築専門職及びリハビリテー

　　　ション専門職（理学療法士、

　　　作業療法士等）が関与する

　　　体制の構築

⑤  縦覧点検

 突合・点検率　１００％

⑥   医療情報との突合

  突合・点検率　１００％

  ※評価の方法

厚生労働省の介護給付費適正化実施

状況調査に準拠し評価。

①  事業所の指導・監督

 　実績５件

日進市・東郷町・みよし市・豊明市との５市町と

連携し、居宅介護支援事業所１件、認知症対応型

共同生活介護２件、地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護１件、看護小規模多機能型居宅介

 護1件の運営指導を実施した。　

②  介護相談員の派遣

 　実績２２件

事業所と日程の都合が付かず派遣実施できない月

があったことから、目標の２４件は叶わなかった

ものの、市内１６事業所に対し２２回派遣を実施

した。また、派遣先を通所介護事業所まで拡充し、

 新規２事業所に派遣することができた。

③  介護認定等の適正化 

 　認定点検率　１００％

 　全国テスト受講率　１００％

点検業務の効率化に向け、調査票の記載方法につ

いて一部見直しを行った。また、認定業務の効率

化に向け、県内保険者に対し、認定調査の日程調

整方法等に関するアンケートを実施、情報収集を

 行った。

④ ケアプラン点検

　ａ.ケアプラン点検

  　・１人ケアマネの事業所　　１００％

 　 ・特定事業所加算未算定　　実施

 　　 特定事業所集中減算　　　該当なし

 　　 限度額一定割合超の事業所　　実施

　 ・認定調査状況不一致、

 　　 訪問介護一定割合超　　実施

 　 ・勉強会方式による点検実施回数　計４回

　　（参加者２１人  ＋アドバイザ８人）

　 ・点検実施前に外部講師を招き、「国際生活機

　　 能分類（ICF）の基礎について」の市職員向

　　 け勉強会を開催。ICFの視点から健康状態、

　　 心身機能・身体構造、活動、参加、環境因子、 

　　 個人因子といった多角的な要素を考慮するこ

　　 とで、個別性の高いケアプランへの作成につ

　　 ながることへの学びを行っ  た。

  

　ｂ.住宅改修・福祉用具購入   

　　リハビリテーション専門職確保の課題に

　　ついて、市の既存事業を活用する方向性を

　　見出した。

⑤  縦覧点検

 突合・点検率　８３％

⑥   医療情報との突合

  突合・点検率　１００％

【自己評価の要因】

• ②介護相談員の派遣について、派遣先を拡充

し、新規２事業所に派遣実施できた。

• ④ケアプラン点検について、点検実施前に職

員向け勉強会を開催したことにより、点検の

質を向上することができた。

• ②介護相談員の派遣と⑥縦覧点検において一

部実施できない月があったものの、他は目標

値を全て達成することができた。

【課題と対応策】

•  ②介護相談員の派遣

　派遣先の拡充に向け、これまで派遣できて

いなかった事業所に対し、受入れの働きかけ

を個別に行っていく。

•  ④ケアプラン点検

　現行の勉強会方式よる点検を継続するにあ

たり、講師やアドバイザの担い手確保や、点

検件数が限定的であるといった課題がある。

外部講師とも相談しながら、今後の打開策を

 検討する。

•  ⑤住宅改修及び福祉用具購入の点検体制整備

　リハビリテーション専門職確保の課題につ

いて、今後は考案した市の既存事業活用を試

験的に実施する等、整備案を具体化していき

 たい。
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 第１章 計画の概要 

１ 計画策定の背景と趣旨 

我が国では、諸外国に例をみないスピードで高齢化が進んでおり、内閣府「令和８年版高齢社会

白書」によると、我が国の総人口は令和７年 10 月１日現在、１億 2,322 万人となっており、その

うち 65 歳以上人口は 3,622 万人、総人口に占める 65 歳以上人口割合（高齢化率）は 29.4％となっ

ています。特に、総人口に占める 75 歳以上人口は 2,127 万人（17.3％）となっており、65～74歳

人口（1,495万人、12.1％）を上回っている状況です。 

 

今後、我が国では総人口が減少を続けていく一方で、ますます高齢化が進展していくことが見込

まれ、65歳以上人口がピークを迎えた後も、高齢化率は上昇を続けていくと見込まれています。 

このような見込みの中で、要支援・要介護認定者、認知症高齢者、一人暮らし高齢者、夫婦２人

暮らし（配偶者 65 歳以上）世帯等、支援が必要になる高齢者がますます増加・多様化するととも

に、現役世代（地域社会の担い手）の減少といった問題が一層顕著化することが予想されます。 

高齢者が住み慣れた地域で生活を続けられるように、国は介護保険制度をはじめとした法制度の

整備を進め、多様化する介護ニーズに応じた新たなサービスの創設、「地域包括ケアシステム」の提

唱等、高齢化が続く中での持続可能な制度運営、急速に進んでいく高齢化社会への対応を図ってき

ました。 

 

近年の動きとして、令和５年６月に認知症の人を含めた国民一人ひとりがその個性と能力を十分

に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会（共生社会）の実

現を推進するため、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法（以下「認知症基本法」とい

う。）」が成立し、認知症施策のさらなる充実が進められています。 

また、令和８年に介護保険法を含む「社会福祉法等の一部を改正する法律」が成立し、地域の実

情に応じた包括的な支援体制の拡充や福祉人材の安定的な確保及び定着支援についての取組の推

進が図られています。 

 

今般、策定する「第 10期高齢者福祉・介護保険事業計画」は、介護と医療の複合ニーズを抱える

85 歳以上人口、認知症高齢者、一人暮らし高齢者等の増加と同時に、生産年齢人口（18～64 歳人

口）の減少が見込まれる 2040 年を見据え、地域の実情に応じつつ中長期的な見通しの下で、介護

サービス基盤の計画的な整備、地域包括ケアシステムの深化、そして介護や高齢者福祉にかかわる

担い手の確保を図っていくことが重要となります。 

 

「長久手市第９期高齢者福祉・介護保険事業計画（以下、「第９期計画」という。）」が、令和８年

度をもって計画期間を終了することを受け、これまでの取組を継承・発展させつつ、地域包括ケア

システムのさらなる深化・推進を図り、高齢者本人が、持てる力を最大限に発揮しながら、住み慣

れた地域でいつまでも幸せに暮らし続けることができる地域共生社会の実現を目指し、「長久手市

第 10 期高齢者福祉・介護保険事業計画（以下、「本計画」という。）」を策定します。 
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２ 計画の性格 

（１）計画の法的根拠 

本計画は、老人福祉法第 20 条の８第１項の規定に基づく「市町村老人福祉計画」と介護保険法

第 117 条の規定に基づく「市町村介護保険事業計画」を一体化した計画です。 

また、認知症基本法第 13 条第１項の規定に基づく「市町村認知症施策推進計画」を包含してい

ます。 

 

（２）計画の位置付け 

本計画は、本市のまちづくりの最上位計画である「長久手市総合計画」の分野別計画として、ま

た、上位計画である地域福祉計画の内容を踏まえ、他の関連計画との整合性も保ちながら、高齢者

の福祉施策と介護保険施策に係る個別計画として位置付けます。 

そのほか、「愛知県地域医療構想」などの関連計画との整合性を確保して策定します。 

 

【図表１－１ 計画の位置付け】 

 

 

  

ながくて未来図

（第６次長久手市総合計画）

等

ながふく障がい者プラン
（障がい者基本計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画）

長久手市健康づくり計画

長久手市特定健康診査等実施計画

国

介護保険法 老人福祉法

愛知県高齢者福祉保健医療計画

長久手市高齢者福祉・介護保険事業計画

（含 長久手市認知症施策推進計画）

認知症施策

推進基本計画

等

愛知県

医療法

認知症基本法

あいちオレンジタウン推進計画

愛知県地域保健医療計画

愛知県地域医療構想

長久手市男女共同参画基本計画

長久手市地域防災計画

ほか関連諸計画

長久手市地域福祉計画・地域福祉活動計画

長久手市重層的支援体制整備事業実施計画
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３ 計画の期間 

本計画の対象期間は 2027（令和９）年度から 2029（令和 11）年度までの３年間です。 

また、国が示す基本指針に基づき、いわゆる「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上になる 2040（令

和 22）年やさらにその先を見据えた中長期的な視点をもった計画とします。 

 

【図表１－２ 計画期間】 

 
 

 

４ 計画の策定体制 

（１）策定体制 

幅広い関係者の参画による地域の特性に応じた事業が展開できるよう、保健・医療・福祉の各分

野の関係者をはじめ、学識経験者、公募による市民によって構成された「長久手市地域包括ケア推

進協議会」を設置し、本計画策定に向けた検討を行いました。 

 

（２）ニーズ等の把握 

本計画の検討にあたり、高齢者、18 歳～64 歳の一般市民、認知症の人及びその家族、地域包括

支援センター職員、介護支援専門員、介護サービス事業所、高齢者の就労を支援している機関等、

幅広い意見を取り入れるため、以下のとおりアンケート調査や聞き取り調査を実施しました。 

調査結果の概要は、資料編に記載しています。 
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【図表１－３ ニーズ等把握の実施概要】 

調査対象 実施した調査の内容 

本市に住む要介護認定を受けていない 75 歳以上の
高齢者、総合事業対象者、要支援認定者、要介護認
定者 

高齢者くらしのチェックリスト 
（アンケート調査） 

本市に住む 18～64歳の市民 認知症に関する意識調査（アンケート調査） 

認知症の人及びその家族 認知症地域支援推進員を通じた聞き取り調査 

地域包括支援センター職員 ヒアリングシート及び対面での聞き取り調査 

市内で勤めている介護支援専門員 介護支援専門員調査（アンケート調査） 

市内の介護サービス事業所 介護サービス事業所調査（アンケート調査） 

高齢者の就労を支援している機関 対面による聞き取り調査 

 

【図表１－４ 各アンケート調査の概要】 

 
高齢者くらしのチェックリスト※１ 

一般高齢者調査※２ 
要支援認定者及び 

総合事業対象者調査 
要介護認定者調査 

抽出方法 全数 在宅で生活している方 全数 

調査票の配布・回収 郵送による配布・郵送による回収及びインターネット回答 

調査期間 令和７年 12月３日～12月 24日 

配布数 4,339件 618件 963件 

有効回答数 3,192件 435件 385件 

有効回答率 73.6％ 70.4％ 40.0％ 

※１：一般高齢者調査と要支援認定者及び総合事業対象者調査の一部を「介護予防・日常生活圏域ニー
ズ調査」、要介護認定者調査と要支援認定者及び総合事業対象者調査の一部を「在宅介護実態調
査」として集計しています。 

※２：一般高齢者調査に基本チェックリスト項目及び老研式活動能力指標に関する設問を盛り込み、該
当設問を対象に「介護予防実態把握調査」として集計し、リスク判定を行いました。 

 認知症に関する意識調査 介護支援専門員調査 介護サービス事業所調査 

抽出方法 2,000人を無作為抽出 全数 全数 

調査票の配布・回収 
郵送による配布・ 

インターネット回答 
メールによる配布・回答用紙を用いた回収 

調査期間 
令和７年 12月３日 

～12月 24日 
令和８年１月 30日～２月 28日 

配布数 2,000件 ― ― 

有効回答数 382件 47件 35件 

有効回答率 19.1％ ― ― 
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（３）パブリックコメントの実施 

本計画の策定に当たっては、広く市民の意見を聴取し、計画に反映していくためにパブリックコ

メントを実施しました。 

 

５ 第 10 期介護保険事業計画の基本指針のポイント 

国においては、第 10 期介護保険事業計画の策定に向けた基本指針の見直しが行われ、以下のポ

イントについてあげられました。 

（１）介護サービス基盤の計画的な整備 

① 介護保険事業（支援）計画の策定 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、都道府県と市町村が 2040

年度を見据えた中長期的な推計を実施し、共通の課題認識を持った上で、地域の関係者を含め

てサービス提供体制の在り方を検討。 

・計画策定における都道府県の関与や医療・介護連携の強化等のため、計画の策定過程における

議論のプロセスを整理。 

・計画策定に当たって都道府県・市町村や関係者が確認すべき指標や状況の提示等により、地域

の現状把握・分析や計画策定を支援。 

② 地域の実情に応じたサービス提供体制の構築 

・地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市部、一般市等）を念頭に置いた計画策定。中山間・

人口減少地域においては、関係者の意見を聞きながら、必要な対応（人材確保や生産性向上等

の施策、新たな類型を含む特例介護サービスの活用等）について議論。 

・医療との連携状況や有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの入居の状況等を踏まえたサービス

提供体制の構築。 

 

（２）地域包括ケアシステムの深化 

① 総合事業の多様なサービス・活動の充実に向け、多様な主体とのつながりづくり等の

更なる支援や質の向上を図るための分析・評価等を推進。 

② 頼れる身寄りがいない高齢者等の生活ニーズを地域課題として解決するため、関係者

を含めて地域全体で対応を協議し、切れ目のない支援が提供される地域づくりを推進。 

③ 認知症基本法及び認知症施策推進基本計画を踏まえた取組の推進。 

 

（３）介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等 

① 都道府県が主体となって介護人材確保に関するプラットフォームを構築するとともに、

生産性向上等の取組の促進を図るための協議会を設置し、地域の関係者が協働して課

題解決に向けた実践的な取組を推進。 

② テクノロジーの更なる活用等による生産性向上や、協働化・大規模化の推進等による

経営基盤の強化等を推進。 
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第２章 長久手市の高齢者を取り巻く現状  

１ 人口・世帯の状況 

（１）総人口の推移 

本市の総人口は増加傾向にあり、令和７年では 61,619 人となっています。 

年齢３区分別にみると、年少人口は平成 12 年から令和３年にかけて増加していましたが、令和

３年以降は減少を続けています。また、生産年齢人口、高齢者人口は増加を続けています。 

高齢化率について、令和３年以降上昇傾向にあり、令和７年では 17.6％となっています。 

 

【図表２－１ 総人口の推移】 

 

資料：平成 12 年～令和２年は国勢調査、令和３年以降は住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 
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（２）高齢者人口の推移 

本市の 65歳以上の高齢者人口は増加傾向にあり、令和７年度では 10,870 人となっています。 

前期高齢者、後期高齢者別にみると、前期高齢者は平成 12 年から令和２年にかけて増加してい

ましたが、令和２年以降は減少を続けています。また、後期高齢者は増加傾向にあり、特に令和４

年度以降は後期高齢者数が前期高齢者数を上回って推移しています。 

 

【図表２－２ 高齢者人口】 

 
資料：平成 12 年～令和２年は国勢調査、令和３年以降は住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 
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（３）高齢化率の比較 

本市の高齢化率について、令和２年では 17.2％となっています。 

全国、愛知県と比較すると、全国を 11.4 ポイント、県を 8.1 ポイント下回っていますが、上昇

を続けています。 

また、後期高齢化率についても、高齢化率と同様に上昇を続けています。 

 

【図表２－３ 高齢化率の比較】 

 
資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
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（４）高齢者のいる世帯の推移 

本市の一般世帯数は増加を続けており、令和２年では 26,278 世帯となっています。 

一般世帯のうち 65 歳以上の世帯員のいる世帯は増加を続けており、令和２年では 6,111 世帯と

全体の 23.3％を占めています。 

65 歳以上の世帯員のいる世帯のうち、高齢単身世帯、高齢夫婦世帯はいずれも増加を続けてお

り、令和２年では高齢単身世帯が 1,427世帯、高齢夫婦世帯が 2,189 世帯となっています。一般世

帯数に占める割合をみると、平成 12 年に比べて特に高齢夫婦世帯の割合が 4.5 ポイント上昇して

います。 

 

【図表２－４－１ 高齢者のいる世帯の推移】 

 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

 

【図表２－４－２ 一般世帯数に占める高齢者のいる世帯の割合の推移】 

 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
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２ 要介護認定者数等の状況 

（１）要介護認定者数の推移 

本市の要介護認定者数は増加を続けており、令和７年度では 1,873 人となっています。 

要介護度別にみると、令和７年度では要介護１が最も多くなっています。 

認定率について、令和３年度以降上昇を続けており、令和７年度では 17.1％となっています。 

認定率を全国、愛知県と比較すると、令和７年度現在、本市の認定率は全国より 3.1 ポイント、

愛知県より 1.7ポイント低くなっています。 

 

【図表２－５－１ 要介護認定者数の推移（第１号被保険者のみ）】 

 

資料：見える化システム（各年度３月末日現在） 

 

【図表２－５－２ 要介護認定率の比較（第１号被保険者のみ）】 

 

資料：見える化システム（各年度３月末日現在） 
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（２）新規要介護認定者の要介護度分布と年齢階級別分布 

本市の新規要介護認定者の推移について、平成 27 年度以降増減を繰り返しながらも増加傾向に

あり、令和６年度では 381 人と平成 27年度以降で最も多くなっています。 

要介護度別にみると、令和６年度では要介護１が最も多くなっており、全体の 32.8％を占めてい

ます。 

また、年齢階級別分布にみると、令和６年度では 80～84歳が最も多くなっており、全体の 31.5％

を占めています。 

 

【図表２－６－１ 新規要介護認定者の要介護度分布の推移】 

 

資料：見える化システム（各年度 10 月末時点） 
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【図表２－６－２ 新規要介護認定者の要介護度分布割合の推移】 

 

資料：見える化システム（各年度 10 月末時点） 
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【図表２－６－３ 新規要介護認定者の年齢階級別分布の推移】 

 

資料：見える化システム（各年度 10 月末時点） 
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【図表２－６－４ 新規要介護認定者の年齢階級別分布割合の推移】 

 

資料：見える化システム（各年度 10 月末時点） 
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（３）認知症高齢者の推移 

本市の認知症高齢者について、令和８年度５月末日現在、Ⅰ以上の人は 1,601人となっています。 

日常生活自立度1別にみると、最も多いのはⅡbで 512人となっています。 

要介護度別にみると、最も多いのは要介護１で 374 人となっています。 

日常生活自立度別・要介護度別にみると、最も多いのはⅡb・要介護１で 248 人となっています。 

 

【図表２－７ 認知症高齢者数】 

単位：人 

自立度 

要介護度 
Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ 合計 

要支援１ 105 11 14 0 0 0 0 130 

要支援２ 120 7 5 0 0 0 0 132 

要介護１ 33 88 248 5 0 0 0 374 

要介護２ 55 33 120 36 8 0 0 252 

要介護３ 20 8 45 95 24 5 2 199 

要介護４ 29 3 63 112 31 38 2 278 

要介護５ 10 1 17 92 23 89 4 236 

合計 372 151 512 340 86 132 8 1,601 

資料：長寿課（令和８年度５月末日現在） 

  

 

1 日常生活自立度：認知症の症状が日常生活にどれほど影響しているかを表す厚生労働省の基準。軽度

のものから自立、Ⅰ、Ⅱa、Ⅱb、Ⅲa、Ⅲb、Ⅳ、Ｍの順となっている。 
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（４）有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の入居者の状況 

長久手市内の有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の入居者の状況について、令和８年

４月１日現在では、有料老人ホームが合計 354 人（うち長久手市の利用者 115 人）、サービス付き

高齢者向け住宅が合計 23人（うち長久手市の利用者２人）となっています。 

要介護度別にみると、有料老人ホームでは要介護３及び要介護４が、サービス付き高齢者向け住

宅では要介護５が、それぞれ最も多くなっています。 

また、本市の施設サービス受給者数（４月利用分）をみると、介護老人福祉施設（特別養護老人

ホーム）が 68 人、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が 55 人、介護老人保健施設が 58

人、介護医療院が 16人となっています。 

居住系サービス受給者数（４月利用分）をみると、特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人

ホーム）が 75 人、地域密着型特定施設入居者生活介護が０人、認知症対応型共同生活介護（グル

ープホーム）が 44人となっています。 

 

【図表２－８－１ 有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の入居者の状況】 

単位：人 

 
自
立
等 

要
支
援
１ 

要
支
援
２ 

要
介
護
１ 

要
介
護
２ 

要
介
護
３ 

要
介
護
４ 

要
介
護
５ 

合
計 

有料老人ホーム 3 11 7 56 69 76 76 56 354 

 うち長久手市の利用者 1 4 2 17 26 22 32 11 115 

 うち長久手市外の利用者 2 7 5 39 43 54 44 45 239 

サービス付き高齢者向け住宅 0 0 0 3 1 4 5 10 23 

 うち長久手市の利用者 0 0 0 1 0 0 0 1 2 

 うち長久手市外の利用者 0 0 0 2 1 4 5 9 21 

資料：愛知県（令和８年４月１日現在） 
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【図表２－８－２ 施設・居住系サービス受給者の状況】 

単位：人 
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介護 
0 0 0 0 0 0 0 0 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 
0 0 12 10 10 10 2 44 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告 月報」（令和８年４月サービス利用者分） 
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３ 介護保険事業の状況 

（１）介護サービス受給者数の推移 

本市の介護サービス受給者数について、平成 27 年度以降増減を繰り返しながらもおおむね増加

傾向で推移しており、令和７年度では 1,430 人となっています。 

 

【図表２－９ 介護サービス受給者数の推移】 

 
資料：見える化システム（各年度 10 月時点） 
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（２）第１号被保険者１人当たり給付月額 

本市の第１号被保険者１人当たり給付月額2について、令和５年度では 17,388 円となっています。 

サービス系列別にみると、在宅サービス給付月額が最も多くなっています。 

全国、愛知県と比較すると、令和５年度の本市の第１号被保険者１人当たり給付月額は全国・愛

知県よりも低くなっています。 

 

【図表２－10 第１号被保険者１人当たり給付月額の全国、県との比較】 

 
資料：見える化システム（令和５年度データ） 

  

 

2 このページで用いられている第１号被保険者の性・年齢構成は、各年度の全国平均の構成となってい
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（３）第９期介護保険サービスの計画値比較 

①介護予防給付 

第９期計画期間の介護予防サービスで、令和６年度、令和７年度の２年間にわたり、給付費の計

画比が 100％を超えているものは、居宅サービスの「居宅療養管理指導」、「住宅改修費」、「特定施

設入居者生活介護」となっています。また、令和７年度では、居宅サービスの「訪問リハビリテー

ション」、「短期入所生活介護」、「福祉用具貸与」が計画値を上回っています。 

介護予防給付費の合計について、令和６年度では計画値に対して 86.8％、令和７年度では計画値

に対して 98.1％となっています。 

 

【図表２－11 介護予防給付の計画値と実績値】 

 

 資料：長久手市第９期高齢者福祉・介護保険事業計画、見える化システム 

  

計画値 実績値 計画比 計画値 実績値 計画比

給付費（千円） 436 0.0 0.0% 436 10.8 2.5%
回数（回） 4.2 0.0 0.0% 4.2 0.1 2.0%
人数（人） 1.0 0.0 0.0% 1.0 0.1 8.3%

給付費（千円） 24,660 18,453.9 74.8% 24,993 17,594.0 70.4%
回数（回） 560.7 423.0 75.4% 568.0 375.2 66.1%
人数（人） 63.0 52.7 83.6% 64.0 53.3 83.3%

給付費（千円） 1,271 860.5 67.7% 1,273 2,943.7 231.2%
回数（回） 40.7 27.7 68.0% 40.7 94.4 232.0%
人数（人） 5.0 4.2 83.3% 5.0 9.0 180.0%

給付費（千円） 1,923 2,220.9 115.5% 1,925 3,054.0 158.7%
人数（人） 18.0 20.1 111.6% 18.0 24.0 133.3%

給付費（千円） 9,595 8,558.7 89.2% 9,607 9,526.4 99.2%
人数（人） 19.0 16.3 85.5% 19.0 20.2 106.1%

給付費（千円） 795 471.3 59.3% 796 2,189.0 275.0%
日数（日） 15.4 9.1 59.0% 15.4 27.4 178.0%
人数（人） 2.0 1.9 95.8% 2.0 4.8 237.5%

給付費（千円） 339 54.8 16.2% 340 0.0 0.0%
日数（日） 3.2 0.6 18.2% 3.2 0.0 0.0%
人数（人） 1.0 0.1 8.3% 1.0 0.0 0.0%

給付費（千円） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -
日数（日） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -
人数（人） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

給付費（千円） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -
日数（日） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -
人数（人） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

給付費（千円） 18,445 17,053.8 92.5% 18,629 19,560.1 105.0%
人数（人） 199.0 176.4 88.7% 201.0 198.6 98.8%

給付費（千円） 1,544 1,267.2 82.1% 1,544 1,162.9 75.3%
人数（人） 4.0 3.2 79.2% 4.0 3.6 89.6%

給付費（千円） 4,348 4,577.8 105.3% 4,348 4,842.7 111.4%
人数（人） 4.0 3.8 93.8% 4.0 3.4 85.4%

給付費（千円） 6,550 6,615.1 101.0% 7,280 9,308.8 127.9%
人数（人） 8.0 8.3 104.2% 9.0 10.5 116.7%

給付費（千円） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -
回数（回） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -
人数（人） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

給付費（千円） 591 0.0 0.0% 592 0.0 0.0%
人数（人） 1.0 0.0 0.0% 1.0 0.0 0.0%

給付費（千円） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -
人数（人） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

給付費（千円） 13,421 12,747.7 95.0% 13,611 13,558.1 99.6%
人数（人） 233.0 216.3 92.8% 236.0 238.4 101.0%

給付費（千円） 83,918 72,882 86.8% 85,374 83,750 98.1%

令和７年度

１．居宅サービス

訪問入浴介護

訪問看護

区分
令和６年度

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

２．地域密着型サービス

短期入所療養介護（介護医療院）

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

３．介護予防支援

予防給付費合計

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護
（認知症高齢者グループホーム）
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②介護給付 

第９期計画期間の介護サービスで、令和６年度、令和７年度の２年間にわたり、給付費の計画比

が 100％を超えているものは、地域密着型サービスの「小規模多機能型居宅介護」、施設サービスの

「介護老人保健施設」、「介護医療院」となっています。また、令和６年度では地域密着型サービス

の「地域密着型通所介護」が、令和７年度では居宅サービスの「訪問看護」、「居宅療養管理指導」、

「通所リハビリテーション」、「福祉用具貸与」、「住宅改修費」、地域密着型サービスの「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護」、「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」、施設サービスの「介

護老人福祉施設」が計画値を上回っています。 

介護給付費の合計について、令和６年度では計画値に対して 92.3％、令和７年度では計画値に対

して 100.2％となっています。 

 

【図表２－12 介護給付の計画値と実績値】 

 

資料：長久手市第９期高齢者福祉・介護保険事業計画、見える化システム 

 

  

計画値 実績値 計画比 計画値 実績値 計画比

給付費（千円） 484,578 431,464.6 89.0% 520,105 510,785.1 98.2%

回数（回） 12,993.8 11,692.2 90.0% 13,926.6 14,324.7 102.9%

人数（人） 309 292.8 94.8% 328.0 321.9 98.1%

給付費（千円） 17,602 16,809.3 95.5% 18,674 16,809.5 90.0%

回数（回） 117.2 112.8 96.2% 124.2 108.8 87.6%

人数（人） 20.0 20.8 103.8% 21 19.2 91.3%

給付費（千円） 140,181 127,762.0 91.1% 150,276 160,800.7 107.0%

回数（回） 2,915.5 2,617.1 89.8% 3,121.3 3,231.8 103.5%

人数（人） 238.0 224.9 94.5% 254.0 284.9 112.2%

給付費（千円） 21,328 15,557.6 72.9% 23,584 18,884.9 80.1%

回数（回） 569.3 422.3 74.2% 630.5 519.8 82.4%

人数（人） 38.0 31.8 83.6% 42.0 35.0 83.3%

給付費（千円） 53,283 49,153.6 92.3% 56,682 72,368.8 127.7%

人数（人） 344 321.7 93.5% 365.0 393.7 107.9%

給付費（千円） 351,362 333,381.2 94.9% 372,357 345,123.3 92.7%

回数（回） 3,770.1 3,602.7 95.6% 3,977.0 3,727.7 93.7%

人数（人） 377.0 365.2 96.9% 397.0 375.9 94.7%

給付費（千円） 71,369 62,279.1 87.3% 76,546 82,232.6 107.4%

回数（回） 660.9 591.8 89.5% 708.4 765.7 108.1%

人数（人） 80.0 71.7 89.6% 86.0 86.5 100.6%

給付費（千円） 118,020 104,137.5 88.2% 126,320 116,955.4 92.6%

日数（日） 1,083.3 973.6 89.9% 1,155.8 1,090.7 94.4%

人数（人） 88.0 79.6 90.4% 94.0 76.3 81.1%

給付費（千円） 11,155 8,250.0 74.0% 13,196 10,188.5 77.2%

日数（日） 75.5 58.5 77.5% 87.6 76.3 87.1%

人数（人） 13.0 9.3 71.8% 15.0 7.5 50.0%

給付費（千円） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

日数（日） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

人数（人） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

給付費（千円） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

日数（日） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

人数（人） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

給付費（千円） 100,094 92,766.4 92.7% 106,499 109,112.0 102.5%

人数（人） 520.0 498.7 95.9% 551.0 591.3 107.3%

給付費（千円） 4,423 3,863.6 87.4% 4,757 4,182.8 87.9%

人数（人） 11.0 8.5 77.3% 12.0 13.4 111.8%

給付費（千円） 10,507 8,263.7 78.6% 10,507 11,980.9 114.0%

人数（人） 8.0 6.4 80.2% 8.0 9.4 117.7%

給付費（千円） 170,156 138,010.1 81.1% 189,249 160,154.0 84.6%

人数（人） 70.0 57.3 81.8% 78.0 63.6 81.5%

区分
令和６年度 令和７年度

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

１．居宅サービス

訪問介護

訪問入浴介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

短期入所療養介護（介護医療院）

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費
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【図表２－12 介護給付の計画値と実績値（続き）】 

 

資料：長久手市第９期高齢者福祉・介護保険事業計画、見える化システム 

 

  

計画値 実績値 計画比 計画値 実績値 計画比

給付費（千円） 4,846.0 4,777.3 98.6% 4,852.0 13,405.6 276.3%

人数（人） 2.0 2.3 112.5% 2.0 7.3 362.5%

給付費（千円） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

人数（人） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

給付費（千円） 1,693 1,803.8 106.5% 1,695 50.9 3.0%

回数（回） 21.5 22.2 103.1% 21.5 0.9 4.3%

人数（人） 2.0 2.3 116.7% 2.0 0.3 12.5%

給付費（千円） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

回数（回） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

人数（人） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

給付費（千円） 72,745 76,175.6 104.7% 72,837 73,188.0 100.5%

人数（人） 28.0 29.6 105.7% 28.0 29.2 104.2%

給付費（千円） 145,095 143,843.1 99.1% 145,278 141,849.2 97.6%

人数（人） 45.0 45.3 100.6% 45.0 44.3 98.3%

給付費（千円） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

人数（人） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

給付費（千円） 213,829 211,401.7 98.9% 214,100 217,834.2 101.7%

人数（人） 58.0 58.3 100.4% 58.0 58.0 100.0%

給付費（千円） 71,560.0 47,318.9 66.1% 76,046.0 54,827.8 72.1%

人数（人） 27.0 20.6 76.2% 29.0 17.0 58.6%

給付費（千円） 223,630 203,852.3 91.2% 223,913 235,663.4 105.2%

人数（人） 67.0 62.8 93.7% 67.0 67.8 101.1%

給付費（千円） 167,954 181,222.9 107.9% 168,166 204,163.1 121.4%

人数（人） 47.0 51.8 110.1% 47.0 56.1 119.3%

給付費（千円） 42,991 46,327.4 107.8% 43,046 68,194.6 158.4%

人数（人） 10.0 10.8 108.3% 10.0 16.1 160.8%

給付費（千円） 164,110 150,040.3 91.4% 173,482 169,853.6 97.9%

人数（人） 762.0 721.5 94.7% 804.0 811.3 100.9%

給付費（千円） 2,662,511 2,458,462 92.3% 2,792,167 2,798,609 100.2%

区分
令和６年度 令和７年度

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

２．地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

３．施設サービス

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護
（認知症高齢者グループホーム）

地域密着型特定施設入居者生活介護

４．居宅介護支援

給付費合計

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院
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４　第９期計画の評価 

第９期計画では、高齢者の自立支援・重度化防止に資する事業について、アウトカム（成果）指

標及びアウトプット（活動）指標を設定しました。 

各項目に対する実績は以下のとおりです。 

 

【図表２－13　第９期計画の指標と実績】 

 

 

 評価指標
令和４年度 

実績
令和７年度 

目標
令和７年度 

実績

 基本目標１ いくつになっても元気でいきいきと輝ける健康のまちをめざします

 週に５回以上外出する人の割合 33.9％ 48.7％ 35.6％

 運動機能の低下者の割合 21.2％ 7.9％ 11.2％

 幸福度の平均点数 7.1 点 7.7 点 6.9 点

 通所型サービス（短期集中サービス）利用者数 ― 増加 32人

 基本目標２ 高齢者に役割と居場所があるまちをめざします

 ボランティアのグループに参加している人の
割合

19.1％ 21.5％ 14.6％

 社会的役割の低下者の割合 70.6％ 57.2％ 67.6％

 ワンコインサービス事業の支援者数 134 人 140 人 156 人

 基本目標３ 多様な人がつながり、支えあうまちをめざします

 介護に関する相談を「地域包括支援センター」
にする人の割合

19.0％ 21.0％ 20.2％

 「愛・ながくて夢ネット」の登録事業所数 188 事業所 200 事業所 226 事業所

 基本目標４ 住み慣れた場所で安心して暮らすことができるまちをめざします

 認知症に関する相談窓口の認知度 30.6％ 35.0％ 17.5％

 仕事と介護の両立が〈困難〉な人の割合 20.0％ 18.0％ 17.2％

 「認知症にやさしいお店」の増加 
（実績は令和５年、目標は令和８年３月時点）

21店舗 25 店舗 29 店舗
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５　長久手市の介護保険・高齢者福祉をめぐる課題 

（１）介護予防の推進と支え合いによる地域づくり 

本市の令和７年度の認定率は 17.1％と全国（20.2％）・愛知県（18.8％）を下回っており、比較

的元気な高齢者が多いまちといえます。一方で、新規要介護認定者は令和６年度に 381 人と平成

27 年度以降で最も多く、要介護度別にみると要介護１が 125 人と前年度の 74 人から大きく増加し

ています。 

第９期計画では「運動機能の低下者の割合」が目標 7.9％に対し実績 11.2％、「週に５回以上外

出する人の割合」が目標 48.7％に対し実績 35.6％と、いずれも目標に達しませんでした。また、

介護予防実態把握調査では、「プレフレイル」、「フレイル」をあわせて６割を超える方が何らかの

支援を必要とする状態にあり、特に 75 歳から 79歳の段階でも６割の方が該当していることから、

市民一人ひとりがいつまでも元気に暮らし続けられるよう、比較的早い段階からの取組が重要とな

ることが考えられます。 

一方で、アンケート調査を通じて地域活動等への参加意欲がうかがえます。介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査（以下、「ニーズ調査」という。）では地域活動への参加者としての参加意向が半数

を超え、短期集中予防サービスも内容を知っている方の 41.1％が「利用したい」と回答していま

す。 

しかし、実際の参加率は、いきいきサロンなど介護予防のための通いの場が 8.8％、シニアクラ

ブが 11.4％にとどまっており、事業の認知度や参加のしやすさが課題と考えられます。実際、短期

集中予防サービスを「知らない」方は要支援認定者・総合事業対象者で 70.8％、介護サービス事業

所調査でも 51.4％となっています。 

介護予防事業や地域活動等への参加のしやすさには、移動手段の確保も関わっています。ニーズ

調査では外出を控えている方が 19.7％となっており、その理由として「足腰などの痛み」、「交通手

段がない」が上位回答となっています。また、介護支援専門員調査・介護サービス事業所調査では、

ともに「通院や外出の送迎」が期待するインフォーマルサービスの上位に挙げられました。 

また、地域の担い手の確保に関しても、課題がうかがえます。第９期計画の成果指標である「ボ

ランティアのグループに参加している人の割合」については、目標 21.5％に対し実績が 14.6％、

「社会的役割の低下者の割合」が目標 57.2％に対し実績が 67.6％と、いずれも目標に達しません

でした。就労に関するヒアリング調査では、担い手自身の高齢化により支援する側から利用する側

へ移る状況や、地域による活動の差が指摘されており、誰もが暮らし続けられる支え合いの地域づ

くりを進めることが求められます。 

高齢者が自分らしい暮らしを続けられるよう、介護予防事業等を通じて元の暮らしに近づくため

の支援を充実させるとともに、事業の周知方法や参加しやすい環境づくり、地域での支え合いの体

制づくりを進めていくことが必要です。 
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（２）相談体制の強化と在宅生活を支えるサービスの安定確保 

本市の高齢単身世帯は令和２年で 1,427 世帯、高齢夫婦世帯は 2,189 世帯といずれも増加を続

け、65 歳以上の世帯員がいる世帯は一般世帯の 23.3％を占めており、今後もこの傾向は続くこと

が見込まれます。 

第９期計画の成果指標である「（主な介護者が）介護に関する相談を地域包括支援センターにす

る人の割合」について、令和４年度実績 19.0％、目標 21.0％に対し、令和７年度実績は 20.2％と

ほぼ横ばいとなっています。また、ニーズ調査では、家族や友人以外に何かあったときに相談する

相手として「地域包括支援センター・市役所」を挙げた方が 17.9％にとどまる一方、「そのような

人はいない」が 36.1％と最も多くなっている状況です。 

地域包括支援センター職員へのヒアリングでは、相談に至るまでに状況が進行しているケースが

増えているという意見が挙がり、以前は地域のサロン等へ出向いて早期に把握する機会があったも

のの、そうした機会が減少しているとの指摘もありました。また、総合相談への対応に多くの時間

を要し、権利擁護の普及啓発や地域づくりといった業務に十分な時間を確保しにくいといった意見

も挙がっており、地域のつながりや関係機関が連携して早期の気づきと支援につなげる地域包括ケ

アシステムの深化・推進が求められています。 

医療と介護の連携については、「愛・ながくて夢ネット」の登録事業所数が目標 200 事業所に対

し実績 226 事業所と目標を上回った一方、介護支援専門員調査の自由記述では「夢ネットを活用し

たいが医師の参加が少ない」「連絡ツールの標準化が必要」といった意見が複数寄せられ、実際の活

用面の課題がうかがえます。 

サービス提供体制については、第９期計画の介護給付費が令和７年度で計画比 100.2％とおおむ

ね計画どおりに推移する一方、サービス種別ごとに差が生じているほか、介護支援専門員調査・介

護サービス事業所調査ではともに「供給が不足していると感じるサービス」の第１位が訪問介護と

なっています。 

また、介護サービス事業所調査では、68.6％の事業所が職員の不足を感じており、運営上の不安

としても「専門職の確保が難しい」等が上位回答となっています。地域包括支援センターへのヒア

リングでも、市内の事業所でケアマネジャーの受け入れが難しい時期があったこと、要支援認定者

を引き受ける訪問介護事業所を探すことに時間を要している状況が挙げられました。 

今後も高齢者人口や高齢者のみが住む世帯が増加していくことが見込まれる中で、住み慣れた場

所で安心して暮らし続けられるよう、早期に相談へつながる仕組みを整えるとともに、多職種の連

携促進や見守り等の在宅生活を支える体制の構築を図ることが求められます。さらに、介護人材の

確保や介護現場での業務負担の改善等を通じて、介護サービスが安定的に提供される体制を確保し

ていくことが必要です。 
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（３）「新しい認知症観」の浸透と本人・家族を支える地域づくり 

本市の認知症高齢者は、令和８年５月末日現在、日常生活自立度Ⅰ～Ｍの人は 1,601 人となって

おり、日常生活自立度別にみると最も多いのはランクⅡbとなっています。また、介護予防実態把

握調査では、認知機能低下リスクの該当者が 37.8％と７つのリスク項目の中で最も高くなってお

り、特に 90 歳以上では 52.0％と半数以上が該当しています。 

第９期計画の成果指標である「認知症に関する相談窓口の認知度」について、令和４年度実績の

30.6％から目標 35.0％を掲げていましたが、令和７年度の実績は 17.5％と令和４年度実績を下回

る結果となり、認知症に関する相談窓口の周知強化が必要です。 

「新しい認知症観」については、ニーズ調査で「知っている」18.0％・「知らない」56.3％、在宅

介護実態調査で「知っている」15.8％・「知らない」61.3％、18～64 歳の一般市民向けの認知症に

関する意識調査では「知っている」9.2％・「知らない」83.2％と、年齢を問わず多くの方が知らな

い状況です。介護サービス事業所調査でも「認知症初期集中支援チーム」を「まったく知らない」

34.3％、「認知症にやさしいお店」を「知らない」80.0％となっており、支援に関わる方々への認知

症施策の周知も課題となっていることから、市民や支援に関わる関係者等に対する「新しい認知症

観」の普及啓発をより一層進めていくことが必要です。 

また、ニーズ調査では、認知症になっても自宅で生活を続けるために必要なものとして「気軽に

話せる人や居場所」「困ったときに頼れる支援機関」が上位回答となっているほか、介護支援専門員

調査・介護サービス事業所調査では、ともに重点を置くべき認知症施策の第１位が「認知症の人が

活動できる場所の充実」となっており、求められている支援の方向性として「認知症の人が安心し

て過ごせる・通える居場所が必要である」という共通の傾向がみられます。 

一方で、認知症カフェについては、ニーズ調査で「利用したい」27.7％に対し「わからない」が

53.7％、在宅介護実態調査でも「わからない」54.6％と半数を超えており、内容が十分に伝わって

いない可能性が考えられます。 

認知症の方本人からは「ここが好き、落ち着く、気にかけてくれる人がいるから嬉しい」といっ

た声のほか、「自分の経験を活かしたい」「人のために何かしたい」という役割を持つことへの希望

も寄せられています。 

しかし、介護支援専門員調査では認知症のケアマネジメントにおける困りごととして「本人の意

思を反映したケアマネジメントの実施」が上位に挙げられ、本人の意思をどのように捉え支援に反

映するかが課題となっています。また同調査では、困りごとの第１位が「家族との連携や支援」と

なっており、重点施策としても「介護する家族への支援の拡充」が上位となっており、日々の支援

において認知症本人の意思の尊重と家族へのきめ細やかな支援が重要となっています。 

認知症に関する正しい理解を広げるとともに、認知症の方本人の声を大切にしながら、認知症の

本人・家族が安心して暮らせる地域づくりを総合的に進めていくことが求められます。 
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 第３章 基本的な枠組み  

１ 基本理念 

本市の最上位計画である「ながくて未来図（第６次長久手市総合計画）」において、将来像を「幸

せが実感できる共生のまち 長久手 〜そして、物語が生まれる〜」とし、人と人、人と地域、人

と自然、様々なものがつながった共生社会の実現を目指しています。 

 

高齢化の進展を背景に、介護保険制度をはじめとするわが国の社会保障制度の将来的な持続可能

性が懸念される中、「自助」や「互助」の重要性と、自分のこととして地域の課題に取り組む姿勢の

大切さ、「支える側」と「支えられる側」という従来の関係を超えて、一人ひとりが生きがいや役割

を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる地域共生社会の実現は必要不可欠です。 

 

全国的には、今後、生産年齢人口の減少が加速することが見込まれていますが、本市においては

生産年齢人口が増加傾向にあるものの、年少人口の減少と 65 歳以上の高齢者人口の増加が続いて

おり、高齢化率も上昇傾向にあることから、本市ではこれから本格的に高齢化が進展していくこと

が見込まれます。 

 

そのため、いわゆる団塊ジュニア世代が 65歳以上となる 2040（令和 22）年や、さらにその先を

見据えた中長期的な視点を持って取組を進めていくことが重要であり、また、高齢者がいつまでも

いきいきと暮らし続けられるまちであるために、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に

提供される「地域包括ケアシステム」の一層の深化・推進を図ることが求められます。 

 

本計画においては、高齢者のさらなる増加とそれに伴う様々な問題への対応を見据えた「地域包

括ケアシステム」の一層の深化・推進に向けて、「ながくて未来図(第６次長久手市総合計画)」の将

来像、これまでの取組を踏まえ、第９期計画から引き続き「高齢者がいつまでも幸せに暮らし続け

られる共生のまち ながくて」を基本理念に位置付け、高齢者が希望をもって暮らせるまちづくり

を推進していきます。 

 

〈基本理念〉 

 

 

 

 

  

高齢者がいつまでも幸せに暮らし続けられる 

共生のまち ながくて 
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２ 基本目標 

本市の人口構造の変化、要支援・要介護認定者数等の状況、介護給付等の状況、アンケート調査

結果、国が示す基本指針の方向性等を踏まえ、基本理念の実現に向け、いくつになっても元気でい

きいきと輝ける「介護予防」、住み慣れた場所で安心して暮らすことができる「基盤整備」を柱とし

つつ、認知症施策の一層の推進を含め、次の３つの基本目標に基づき計画を推進します。 

 

 

基本目標１ いくつになっても元気でいきいきと輝けるまちを目指します 

元気で活力ある高齢期を送るためには、健康でいきいきと生活する「健康寿命」の延伸が重要で

あり、市民の生涯を通じた心身の健康づくりや生活習慣病予防、フレイル予防に向けた支援が必要

です。 

また、高齢者がいつまでも心身ともに元気でいきいきと生活するには、一人ひとりが地域で生き

がいや役割を持ち、活躍できる社会参加の場を整えることも重要になります。 

本市に住む高齢者が主体的に介護予防・健康づくりに取り組み、また、社会参加を通じて地域で

役割をもって活躍できるよう、各種事業の推進や、地域で支え合う仕組みづくりを行います。 

 

 

基本目標２ 住み慣れた場所で安心して暮らすことができるまちを目指します 

これから本格的に高齢化が進んでいく本市にとって、本市に住む高齢者が住み慣れた地域で最期

まで安心して暮らし続けるための基盤整備が急務です。 

多様な主体による連携体制の構築と支援の充実に取り組み、支援が必要な要介護者本人や家族介

護者の日常生活を支える生活基盤の充実を図ります。 

また、高齢者をはじめとする全ての市民が幸せに希望をもって暮らし続けられるように、地域の

多様な支援を包括的に提供する「地域包括ケアシステム」のさらなる充実を目指します。 

 

 

基本目標３ 認知症の人が地域で自分らしく暮らすことができるまちを目指します 

【長久手市認知症施策推進計画】 

高齢化のさらなる進展に伴い、認知症の人も増加することが見込まれます。 

認知症の人やその家族の孤立を防ぎ、認知症になっても住み慣れた地域で家族や仲間と共に、希

望を持って自分らしく暮らすことができるまちづくりを進めるため、認知症に関する理解を広める

ための啓発活動、認知症の人やその家族の生活支援、認知症の人の社会参加支援、認知症の人の権

利擁護等、各種認知症施策を推進し、認知症の人やその家族を支える体制づくりを行います。 
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３ 施策の体系 

【図表３－１ 施策の体系】 

 

  

基本理念 基本目標 基本項目

１－１　元の暮らしに近づくための支援の充実

１－２　暮らし続けられる支え合いの地域づくり

１－３　元気に暮らし続けられる取組の充実

２－１　地域包括ケアシステムの深化・推進

２－２　在宅生活を支える体制の構築

２－３　介護サービスの安定的な提供体制の確保

３－１　「新しい認知症観」の普及啓発

３－２　認知症本人の意思の尊重

３－３　認知症の本人・家族が安心して暮らせる地域づくり

３
認知症の人が地域で自分らしく
暮らすことができるまちを
目指します
【長久手市認知症施策推進計画】

２
住み慣れた場所で
安心して暮らすことができる
まちを目指します

高
齢
者
が
い
つ
ま
で
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に
暮
ら
し
続
け
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れ
る

共
生
の
ま
ち
　
な
が
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て

１
いくつになっても元気で
いきいきと輝けるまちを
目指します
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４　日常生活圏域の設定 

日常生活圏域とは、高齢者が住み慣れた地域で適切なサービスを受けながら生活を継続できるよ

うに、地理的条件・人口・交通事情その他の社会的条件、施設の整備状況などを総合的に勘案し、

地域の特性に応じて市町村内を区分するものです。 

本市では、〈北東部〉と〈南西部〉の２圏域を設定しています。2040（令和 22）年およびその先

を見据えた 65 歳以上人口の増加を勘案し、今後の日常生活圏域の見直しについても検討していき

ます。 

 

【図表３－２　日常生活圏域】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
圏域名 北東部圏域 南西部圏域

 
小学校区 長久手小・東小・北小学校区 西小・南小・市が洞小学校区

 
地域包括支援センター

長久手市社会福祉協議会 

地域包括支援センター

愛知たいようの杜 

地域包括支援センター

北東部圏域

南西部圏域
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 第４章 基本計画  

基本目標１ いくつになっても元気でいきいきと輝けるまちを目指します 

・・・。 

 

 

基本目標２ 住み慣れた場所で安心して暮らすことができるまちを目指します 

・・・。 

 

 

基本目標３ 認知症の人が地域で自分らしく暮らすことができるまちを目指

します【長久手市認知症施策推進計画】 

・・・。 
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第５章 介護保険サービスの見込みと介護保険料 
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 第５章 介護保険サービスの見込みと介護保険料 

１ ・・・ 

・・・。 
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 第６章 計画の進行管理 

基本理念の実現に向けて、計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、見直し（Action）を行う        

「ＰＤＣＡサイクル」に基づき効果的に計画を推進し、自立支援や重度化防止の取組など、本計画

で掲げた目標については、毎年度、その進捗状況を点検し、評価結果について「長久手市地域包括

ケア推進協議会」で報告するとともに、ホームページ等で公表します。 

 

【図表６－１ ＰＤＣＡサイクル図】 

  

 

・計画にしたがい

事業を実施

・計画の達成状況の

分析・評価

報告

・高齢者施策や介護サービス

等の見込や取組等を定める

⻑久⼿市地域包括ケア推進協議会

事務局（長寿課）

・評価結果等を踏まえ

必要に応じて事業に反映

評価・提案
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長久手市第10期高齢者福祉・介護保健事業計画　施策の体系（案）

基本理念 基本目標 施策の方向性 基本理念

１ 介護予防・日常生活支援総合事業の充実

２ リハビリテーションの提供体制の充実

１ 高齢者が活躍できる地域づくり

２ 高齢者の居場所づくり

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進

２ 重層的支援体制整備事業の推進

３ 多職種による連携

１ 住みやすい環境整備

２ 安心、安全の確保

３ 認知症施策の推進

４ 在宅介護を支える仕組みの充実

５ 介護を担う人材の確保・育成と介護現場
　 における生産性の向上

６ サービスの質の向上と介護給付適正化の
　 推進

第９期計画 第10期計画

基本目標

基本目標１
いくつになっても元気で
いきいきと輝ける健康の

まちをめざします

基本目標１
いくつになっても元気で
いきいきと輝けるまちを

目指します

介
護
予
防

基本目標２
高齢者に役割と居場所が
あるまちをめざします

基本目標３
多様な人がつながり、

支えあうまちをめざします

基本目標２
住み慣れた場所で安心して
暮らすことができるまちを

目指します

基
盤
整
備

基本目標４
住み慣れた場所で安心して
暮らすことができるまちを

めざします

基本目標３
認知症の人が地域で

自分らしく暮らすことが
できるまちを目指します

【長久手市認知症施策推進計画】
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第 10 期計画　具体的な取り組み（案） 

 

【基本理念】 

高齢者がいつまでも幸せに暮らし続けられる共生のまち　ながくて 

★…今後３年間で特に力を入れたいこと 

 

【基本目標１】 

いくつになっても元気でいきいきと輝けるまちを目指します 

 

１－１　元の暮らしに近づくための支援の充実 

・　自立支援型ケアマネジメントの推進 

・　リハビリテーションの適切な提供と推進★ 

└療法士等同行訪問事業 

・　自立支援型地域ケア会議の推進 

・　多様なサービス（介護予防・日常生活支援総合事業）の充実★ 

└移動、訪問サービス 

└短期集中予防サービス 

　 

１－２　暮らし続けられる支え合いの地域づくり 

・　生活支援体制整備の推進★ 

　　　　　　└協議体（地域福祉機能・組織）の強化 

　　　　　　└生活支援コーディネーターの活動強化 

　　　　　　└担い手（ボランティア等）の養成 

・　住民主体の介護予防の拡充★ 

　　　　　　└介護予防リーダーの養成 

└動画コンテンツ 

・　役割づくりの推進 

└ワンコインサービス事業 

└シルバー人材センターの支援 

・　居場所づくりの推進 

　　　　　　└居場所支援事業 

　　　　　　└老人憩の家の利用促進 

　　　　　　└長久手市高齢者生きがいセンターの利用促進 

・　シニアクラブの活動支援 

・　民間企業との連携★ 

　　　　　　└まちのおでかけ応援活動事業 

 

 

１－３　元気に暮らし続けられる取組の充実 

・　自分の状態を知る機会の提供★ 

└介護予防実態把握調査 

└どこでもいきいき教室 

　　　・　介護予防を学ぶ機会の提供 

　　　　　　└短期チャレンジコース 

　　　・　介護予防の普及啓発★ 

└市民及び医療・介護関係者に向けた自立支援の考え方の浸透 

・　保健事業・介護予防の一体化の推進 

　　　　　　└ポピュレーションアプローチ 

　　　　　　└ハイリスクアプローチ 

　　　　　　└予防接種事業 
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【基本目標２】 

住み慣れた場所で安心して暮らすことができるまちを目指します 

└2040 年を見据えた介護サービス基盤の整備 

 

２－１　地域包括支援センターの機能確保★  

　　　　　　└自立支援型ケアマネジメントの推進（再掲） 

　　　　　　└早期発見・早期対応の充実 

　　　　　　└権利擁護の啓発 

　　　　　　└地域ケア個別会議の開催  

　　　　　　└地域包括支援センターの事業評価 

　　　・　重層的支援体制整備の推進 

　　　・　相談先周知の促進 

　　　　　　└身寄りのない高齢者への支援体制の構築 

　　・　権利擁護の啓発 

　　・　医療介護連携の推進 

　　　　　　└やまびこ長久手の運営 

　　　　　　└多職種連携の推進 

　　　　　　└夢ネットの活用促進 

・　ケアマネジャーの業務負担緩和の検討 

└ケアマネジメント提供体制確保支援事業 

 

 

２－２　在宅生活を支える体制の構築 

　　　・　在宅支援サービスの実施 

　　　　　　└紙おむつ助成事業 

└訪問理美容サービス事業 

　・　見守り体制の充実 

└高齢者配食サービス事業 

└緊急通報システム事業 

└避難行動要支援者支援事業 

└地域見守り安心ほっとライン 

　・　安心・安全の確保 

└家具転倒防止支援 

└自転車ヘルメット着用促進 

└特殊詐欺対策 

└福祉避難所の設置 

 

 

 

２－３　介護サービスの安定的な提供体制の確保 

　　　・　介護を担う人材の確保と介護現場における生産性の向上 

　　　　　　└介護職員確保事業 

　　　　　　　　　└介護に関する入門的研修 

　　　　　　　　　└潜在有資格者の職場体験 

└介護職員初任者研修等受講料助成 

└ケアマネ研修等受講料補助金 

└介護ＤＸの推進 

　　　　　　　　　└夢ネットの活用促進（再掲） 

└介護情報基盤の活用 

└災害時情報共有システム・ケアプランデータ連係システ 

　ムの活用促進 

└ICT 導入補助 

　　　　└介護・福祉の仕事の魅力発信 

　　　└事業者との連携強化 

　　　　　　└愛知県との連携 

・　サービスの質の向上 

　　　　　　└介護事業所の指導・監督 

　　　　　　　　　└介護相談員の派遣 

└介護事業所の安全性確保・リスクマネジメント推進 

　　　　　　　　　└事故報告の集計・傾向把握およびフィードバックの実施 

└介護事業所の BCP 策定に向けた連携・協力の推進 

└事業所の経営・インフラ支援 

└国の交付金を活用した支援金 

　　　・　介護給付適正化の推進【長久手市介護給付適正化計画】★ 

　　　　　　└要介護認定の適正化 

　　　　　　　　　└適切な要介護認定の推進 

　　　　　　└ケアプランの点検 

　　　　　　└住宅改修・福祉用具の点検 

　　└医療情報との突合・縦覧点検 

　　　・　介護サービス基盤の整備★ 

　　　　　　└実情に応じた必要な施設の整備 

　　　　　　└国庫補助を活用したインフラ整備の推進 

└高齢者の住まいの確保 
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【基本目標３】 

認知症の人が地域で自分らしく暮らすことができるまちを目指します 

【長久手市認知症施策推進計画】 

 

第 9 期計画の策定にあたっては、「認知症施策推進大綱」をベースとし、「予

防」と「共生」を軸にしてきました。 

その後、令和 5 年に「認知症基本法」が制定され、令和 6 年には「認知症基本

計画」が策定されるなど、国の動向が大きく変化しています。これらにおいて特

に強調されているのが、「共生社会の実現」と「認知症の人本人の声を尊重する

こと」の 2 点です。 

 

本市では、「共生社会の実現」を第 10 期計画の基本理念として位置づけるた

め、基本目標 3 の展開にあたっては、「本人の声を尊重する」ことを基本方針に

掲げ、各施策に共通する基本的な考え方として明記します。具体的には以下のと

おりです。 

 

基本方針：『本人の声を起点に、本人とともに』 

 

Ｐ（計画）：施策の計画段階で本人の声を聞く機会を持ちます 

Ｄ（実行）：本人が参加しやすい環境を意識します 

Ｃ（検証）：施策と本人の声がどう結びついているかを確認します 

Ａ（改善）：本人の声を大切に、施策を随時見直します 

 

以上の基本方針のもと、各施策を展開します。実施する施策については、「今

後 3 年間で特に力を入れたいこと」を中心に明記することとし、国の基本計画

で掲げる重点目標「新しい認知症観の理解」「認知症の人の意思の尊重」「認知症

の人・家族等の地域での安心な暮らし」に沿った形で記載します。 

 

 

 

３－１　「新しい認知症観」の普及啓発 

・　認知症に関する正しい知識の普及 

　　　　　　└周知・広報の強化、知る機会の提供 

　　　　　　└認知症サポーター養成講座 

└ＯＮＥアクション研修等の学ぶ機会の提供 

・　「実感的理解」を得られる機会の充実 

 

 

 

３－２　認知症本人の意思の尊重 

　　　・　本人発信支援の充実 

　└本人ミーティングの開催 

・　本人の希望や可能性に目を向ける意識の確立 

　　└可能性思考、マイクロハピネスをテーマにした研修の実施 

・　暮らしを守るための支援 

└日常生活自立支援事業、成年後見制度の利用促進 

 

３－３　認知症の本人・家族が安心して暮らせる地域づくり 

・　認知症地域支援推進員の充実 

・　早期に気づける機会の提供 

・　認知症予防の推進 

　　　　　　└ 一般介護予防事業との連動 

　　　・　相談体制の充実 

　　　　　　└初期集中支援チームの体制強化 

・　本人・家族と地域とのつながりづくり 

　　　　　　└認知症にやさしいお店、認知症カフェの開催 

・　家族に対する支援 

　　　　　　└あかつきの会、個人賠償責任保険、GPS 機器貸し出し 

・　若年性認知症の人に対する支援 
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